






















































































いる世帯では、父親は 17 分、母親は 2 時間 39 分であり、子育ては母親に大きく偏ってい
る（「社会生活基本調査」1996）。また、夫婦と未婚の子（末子 1 歳未満）の世帯において、
「父母とも仕事」は 20.5％、「父のみ仕事」は 77.6％となっている（「国民生活基礎調査」
2003）。さらに、1995 年から 1999 年の間に結婚した夫婦について、妻の従業状況をみると、
出産前の「無職・学生」は 32％であったのに対し、第１子 1 歳時には 72％に増加する。さ
らに注目したいのは、第 1 子 1 歳時の「無職・学生」は、1979 年以前は 68％、1980～84
年では 69％、85～89 年は 70％、とわずかではあるが増加し続けている点である（「第 12





いないことを示す。また、男性の長時間労働の改善も進んでいない。『平成 18 年版 労働
経済白書』をみると、男性の所定外労働時間は 4 年連続で増加している。さらに、就業時
間が週 60 時間以上の雇用者割合をみると、男性 35 歳－39 歳が最も多く、次いで 30 歳－
34 歳になっている。子育てが大変な時期の男性が長時間労働の年齢層と重なる。仕事のス

























人であるのに対し、実母は 21 人にのぼる（法務総合研究所 2004）。子どもの虐待死事件を
新聞報道から調べた CAPNA（子どもの虐待防止ネットワーク・あいち）の報告では、1995






















事件の検挙総数は警察庁によれば、平成 15 年以前は 200 件以下であったのに対し、16 年


























理由をきいたところ「育児の負担が大きいから」が最も多く、20 歳代で 48.8％、30 歳代で
64.2％にのぼった。また、30 歳代では「配偶者や子どもなど家族が望まないから」が 22.4％















































する）」の２項目である（厚生労働省 2003）。しかし、それも入浴は 32.5％、遊びは 38.6％
と多くはない。日常的な子育て行為として難しさをもつ「食事の世話」は 12.1％しかなく、
































































































































































































































































































ーデンの 14 歳～15 歳の子どもの自信や自立の調査結果（河地 2003）から、日本の子ども
と父親の関係の問題点が明らかにされた。「過保護型」「押し付け型」「無関心型」「オープ
ン型」６のうち、父親が「無関心」であると感じている割合は、日本の女子の場合 61.3％、



















































































                                                  
１ 『平成 18 年版 厚生白書』第 2 部「主な厚生労働行政の動き」 第 2 章「次世代育成支
援対策の更なる推進」 第 1 節「次世代育成支援対策」 ２「次世代育成支援対策に向け
た各種の施策展開」 （２）地域の子育て支援 として子育て支援が取り上げられている。
また、児童虐待については同じく（４）において言及している（厚生労働省2006.221－224）。 






５ 『平成 17 年版 犯罪白書』では、「傷害」は実父が 48 人（うち致死 10 人）、実母が 32
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Abstract 
The Need to Support Fathers in Child Rearing in Child Care Support 
Services 
To Prevent Child Abuse 
MAEDA  Yumiko 
    This paper aims to clarify the need to support fathers in child rearing in order to 
prevent child abuse. Many child care support services are only for mothers. In addition 
to that, they are not necessarily effective to prevent child abuse.  The number of 
mothers who feel nervous and anxious in bringing up their child and child abuse is 
increasing.  The good wife-husband relationship carried by rearing child together 
brings them good child care, on the contrary, mothers getting no support from their 
husbands have much anxiety and difficulties in child care. 
    The reason why the services don’t work is the absence of fathers in the 
fundamental principle of child care support services.  In order to reduce Mothers’ child 
rearing anxiety, fathers are asked to do child rearing with mothers. The reduction of 
mothers’ anxiety heightens their self-esteem and regains their presence of mind. That 
prevents child abuse, and furthermore, fathers’ child rearing changes themselves to hate 
violence toward child and wife. Helping fathers to rear their child with their wife is the 
effective child care support services in order to prevent child abuse. 
 
 
 
 
 
 
 
 
